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1,050人／100億円

水道事業に関する雇用等について

1.水道の収益的収支と資本的収支

	　水道統計（平成12年度版）による、水道事業（上水道事業及び水道用水供給事業）の収支構造は下図のとおりで、水道の料金収入は2.8兆円、その他の営業収益等を加えると、営業収益は約3.0兆円である。
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2.産業連関表による水道の雇用効果（試算）

　産業連関表（平成7年度）を用いて水道の雇用効果を試算したところ、水道の生産額（＝営業収益）3.0兆円は、約315千人の雇用に相当する。

[image: image7.wmf]（百万円）

科　　目

金　　額

１　資本的収入

　（１）企業債

612,020

　（２）他会計出資金補助金等

176,167

　（３）国庫（県）補助金

146,130

　（４）工事負担金

143,633

　（５）その他

47,787

　（６）計　[（１）〜（５）]　（A)

1,125,737

　（７）うち翌年度へ繰り越される支出の財源充当額　（B)

-37,290

　（８）前年度許可債で今年度収入分　（C)

-10,198

　（９）純計　(A)-｛(B)+(C)｝=　(D)�

1,078,250

２　資本的支出

657,661

　（１）新設・拡張事業費

　（２）改良事業費

763,480

　（３）企業債償還金

502,071

　（４）他会計長期借入金返還金

10,577

　（５）その他

51,666

　（６）計　〔（１）〜（５）〕　(E)�

1,985,454

３　資本的収入額が資本的支出額に不足する額（△）　(E)-(D)=(F)a

908,040

４　補てん財源　　(G)�

907,047

５　補てん財源過（△）不足額　(G-F)�

-973

表−２　資本的収支計算書（平成12年度）　2069件



産業連関表による水道の雇用効果について（解説）

(1)産業連関表

産業連関表は、国内の様々な産業で1年間に生産した財・サービスが、産業、家計、輸出等に、どのように配分されたかを統一的に把握し、それを行列（マトリックス）で一覧表にしたもので、経済構造の分析、経済施策の波及効果、経済の将来予測等に利用されている。

全国ベースの産業連関表は５年ごとに作成され、現在、平成7年度版が最新のものである。それによると、平成7年度の国内生産額は約937兆円(図-1)である。水道部門（簡易水道を含む）は、営業収益をもって生産額とされており、約2.8兆円（総生産額の

約0.3%）が計上されている。

(2)試算の方法

水道部門の生産が、他の部門（例えば建設部門）の生産に与える影響（生産誘発額）は、逆行列係数により算出される。また、雇用への影響は、生産額と雇用数が比例関係にあると仮定し、部門ごとの雇用係数により算定した。

生産誘発額（ΔYj）＝生産額×逆行列係数＝ΔX　×　Aj

雇用係数（Rj）＝雇用者数／生産額＝Nj／Xj

雇用誘発数（ΔNj）＝生産誘発額×雇用係数＝ΔYj　×　Rj

＝ΔX　×　Aj　×Rj

雇用誘発係数
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図-2.算定のフロー
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科　　目

金　　額

１　総収益 （１）＋（２）＋（３）�

3,210,214

　（１）　営業収益 [(ア)〜(ウ)]�

3,029,723

　　　（ア）給水収益

2,852,352

　　　（イ）受託工事収益

53,625

　　　（ウ）その他営業収益

123,746

　（２）　営業外収益 [(ア)〜(エ)]�

175,548

　　　（ア）受取利息及び配当金

5,671

　　　（イ）国庫（県）補助金

6,478

　　　（ウ）他会計補助金

83,676

　　　（エ）雑収益

79,723

　（３）　特別利益

4,943

２　総費用［（１）〜（９）］

3,055,364

　（１）　人件費　〔（ア）＋（イ）〕

541,518

　　（ア）直接人件費

424,787

　　（イ）間接人件費

116,731

　（２）　動力費

104,687

　（３）　修繕費

203,255

　（４）　薬品費

17,087

　（５）　支払利息

537,973

　（６）　減価償却費

716,984

　（７）　受水費

403,436

　（８）　その他

475,415

　（９）　受託工事費

55,010

３　当年度純利益[１−２]

154,850

　＊費用については、その構成を変更している。

表−１　損益計算書（平成12年度）　2069件


図-1.産業連関表によるわが国の需要と供給

（出典）平成7年(1995年)建設部門分析用産業連関表,平成12年3月,(財)建設物価調査会

(3)水道の生産額

　水道統計（平成12年度版）によれば、水道事業（上水道事業及び水道用水供給事業）の収益的収支、資本的収支は、表-1、表-2のとおりとなっている。

　このうち、水道の生産額としては、営業収益（約3.0兆円）を用いた。



(4)雇用効果

今回の検討では、インターネットで入手可能な32部門表を使用した。雇用誘発係数は、0.105（人/百万円）となり（表-3）、生産額100億円あたりの雇用誘発効果は、約1,050人である。
なお、平成7年度の産業構造を前提にしていること、生産額と雇用数は1次関係にあると仮定していることなどの条件設定をおいている。また、水道整備に伴う住宅の新築・改築といった波及効果は含まれていない。

表-3.雇用誘発係数の算定結果
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産　　業　　部　　門

水道部門
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�@

�A
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01

　　農林水産業　　

0.001447

0.353911

0.000512

02

　　鉱業　　　　　　　　　

0.002338

0.008490

0.000020

03

　　食料品　　　　　　　　　

0.000524

0.134106

0.000070

04

　　繊維製品　　　

0.005746

0.189032

0.001086

05

　　パルプ・紙・木製品　　　

0.013728

0.093556

0.001284

06

　　化学製品　　

0.024347

0.022715

0.000553

07

　　石油・石炭製品　　　　

0.015452

0.105078

0.001624

08

　　窯業・土石製品　　　　　

0.005688

0.051812

0.000295

09

　　鉄鋼　　　　

0.006034

0.021002

0.000127

10

　　非鉄金属　　　　

0.001664

0.025065

0.000042

11

　　金属製品　　　　　

0.005703

0.069097

0.000394

12

　　一般機械　　　　　

0.007208

0.118932

0.000857

13

　　電気機械　　　　　　　

0.003632

0.098157

0.000357

14

　　輸送機械　　　　

0.005314

0.050322

0.000267

15

　　精密機械　　　

0.000203

0.197560

0.000040

16

　　その他の製造工業製品

0.044975

0.014787

0.000665

17

　　建設　　　

0.032644

0.867775

0.028327

18

　　電力・ガス・熱供給　　　

0.060327

0.016877

0.001018

19

　　水道・廃棄物処理　

1.000000

0.022322

0.022322

20

　　商業　　　　　　　　　

0.033279

0.386289

0.012855

21

　　金融・保険　　　　　　

0.031616

0.072362

0.002288

22

　　不動産　　　　

0.009696

0.064198

0.000622

23

　　運輸　　　　　　　　　　　

0.051030

0.101403

0.005175

24

　　通信・放送　　　　　　

0.013698

0.066459

0.000910

25

　　公務　　　　　　　　　

0.000877

4.612597

0.004043

26

　　教育・研究　　　

0.005616

0.306881

0.001723

27

　　医療・保健・社会保障　

0.000016

3.540935

0.000056

28

　　その他の公共サービス

0.007211

0.468870

0.003381

29

　　対事業所サービス　　　

0.094107

0.099480

0.009362

30

　　対個人サービス　　

0.001820

2.540030

0.004622

31

　　事務用品　　　　　

-

-

-

32

　　分類不明　　　　　　　　

0.010481

0.004703

0.000049

33

　　内生部門計　　　　

1.496419

-

0.104946

（注1)水道・廃棄物処理は、当該部門なので、逆行列係数を1.000に設定�
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